
　

※千円単位に四捨五入して計算しているため、数値の計算上差額が生じる

　場合があります。
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とによる。しかしながら負債の内訳は退職手当・賞与引当金がほとんどで有利子負債はわずかであり、また組合経費についても構成市町負担金で賄わ

れていることから組合運営に支障を来すことはないが、今後とも経費節減に努めながら効率的な運営を行っていく。なお、これと関連して有形固定資

産減価償却率も年々増加しており、資産の老朽化が進んでいることを示している。消防車両や大型資機材など、耐用年数以上に使用可能な資産も数多

く存在しており、仮にこの比率が100％となっても直ちに当該資産を使用できなくなるわけではないが、本比率が高い場合は近い将来に更新が必要と

なる可能性が高いと考えられるため、費用面も考慮しながら計画的に更新を図っていく。

歳計外現金残高

本年度末現金預金残高 78,019 75,829
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西はりま消防組合財務書類概要版（一般会計等）
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　純資産比率は民間企業会計の「自己資本比率」にあたり、貸借対照表の資産合計のうちこれまでの世代が負担した金額（貸借対照表の純資産合計）

総評

の割合を示しているが、本年度は前年度比△23.8％減の△31.0％と負債が資産を上回り債務超過となった。主な要因としては、令和5年度の減価償却

費(339,390千円)が固定資産新規取得額(141,433千円)より多かったことから資産合計が減少したのに対し、負債の部が引当金の増加により増加したこ
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